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NY マーケットレポート（2022 年 3 月 30 日） 
 

 
出所：SBILM 
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NY 市場レポート （前日 21 時 00分～午前 5時 30分まで） 
 

米国の主要な経済指標の結果 

3 月 ADP 雇用統計 45.5万人（予想 45.0 万人・前回 47.5 万人⇒48.6 万人） 

3 月の米 ADP 雇用統計では、民間の雇用者数が市場予想を上回ったものの、前月から伸び幅は縮小した。賃

金の上昇傾向が人員確保に寄与していることが示された。サービス部門は+37.7 万人、娯楽・ホスピタリテ

ィーは+16.1 万人、財生産部門は+7.9 万人となった。また、従業員数 50 人未満の小規模企業は+9.0 万人、

大規模企業では+17.7万人となった。 

 

データを基に SBILMが作成 
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4Q GDP（前期比年率） 6.9％（予想 7.0%・前回 7.0%） 

4Q 個人消費（前期比） 2.5％（予想 3.1%・前回 3.1%） 

第 4四半期の米 GDP確定値は、改定値から 0.1ポイント下方修正された。これで、2021 年は前年比+5.7％と

なり、1984年以来 37年ぶりの高成長となった。個人消費が+2.5％（改定値+3.1％）、設備投資が+2.9％（+3.1％）

と低下したが、住宅投資は+2.2％（+1.0％）と上方修正された。輸出は 22.4％（23.6％）、輸入は 17.9％（17.6％）

となり、政府支出は-2.6％（-2.6％）だった。 
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米主要株価指数は反落、ダウ平均は 5営業日ぶり反落 

米株式市場では、ロシア軍のウクライナへの攻撃が続いており、前日に表明された軍事活動の縮小が実施さ

れていないことから、ウクライナとロシアの停戦交渉の進展期待が後退し、リスク回避の動きから主要株価

指数は反落となった。さらに、原油先物が再び上昇し、インフレ加速への懸念が高まったことも圧迫要因と

なった。ダウ平均株価は、序盤は底固い動きとなり、一時前日比 67ドル高まで上昇した。しかし、その後は

下落に転じて 235ドル安まで下落する場面もあり、65.38ドル安（-0.19％）で終了した。一方、ハイテク株

中心のナスダックは、177.37 ポイント安（-1.21％）で終了した。 
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ドルは主要通貨に対して上値の重い動き  

NY 市場では、序盤に発表された米 ADP雇用統計、第 4四半期 GDP確報値が予想の範囲内の結果だったことか

ら、マーケットの反応は限定的だった。ただ、米長期金利が上昇したことから、ドル/円は堅調な動きとなっ

た。一方、ウクライナの大統領がロシアは新たに軍隊を派遣していると発言したことを受けて、地政学的リ

スクが意識され、ユーロは序盤から上値の重い動きとなった。ただ、ドイツの消費者物価指数が予想以上の

上昇となったことから、ECB の年内の利上げ観測が高まったとの見方が広がったことや、月末・期末のロン

ドンフィキシングに向けたユーロ買いが観測されたことから、ユーロはドルや円に対して堅調な動きとなっ

た。また、序盤に 2.429％まで上昇していた米 10年債利回りが終盤に 2.336％まで低下したこともあり、ド

ル/円は終盤まで上値の重い動きとなった。 

 

出所：総合分析チャート 
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お客様は、本レポートに表示されている情報をお客様自身のためにのみご利用するものとし、第三者への提供、再配信を行うこ
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